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１ 事業者の成長ステージに応じた個別支援 

（１）経営支援 

①【台東区】支援機関の利用状況 

 

 
（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 
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（２）起業・創業 

① 創業比率1 

・2000 年代から 2010 年代半ばのデータにはなるが、台東区の創業比率をみると、概ね東京都よ

りも低い比率で推移している2。 

・23 区で比較すると、渋谷区、港区、中央区などが突出しており、台東区は中位で推移してい

る。 

 

 
 

台東区 3.39 5.52 2.19 1.64 7.64 5.13 

東京都 5.25 7.58 2.58 2.06 8.46 6.20 

全国 4.23 5.82 2.87 1.84 6.33 5.04 

 

創業比率（％） ＝ 
特定の期間の新設事業所又は企業を年平均にならした数 

× 100 
期首において既に存在していた事業所又は企業数 

（出典：「RESAS」をもとに作成） 

 

 

  

 
1 創業比率:ある特定の期間において、「[1]新設事業所(又は企業)を年平均にならした数」の「[2]期首にお

いて既に存在していた事務所(又は企業)」に対する割合であり、[1]/[2]で求めた値を示す。 
2 「平成 21 年経済センサスー基礎調査」及び「平成 24 年経済センサスー活動調査」では、新設事業所の定

義が異なるため、「2006～2009 年」及び「2009～2012 年」の創業比率は、前後の数字と単純に比較できな

い。 
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②【全国】日本で起業が少ない理由、起業家を増やすために必要なこと 

・日本で起業が少ない理由は、「失敗に対する危惧（起業に失敗すると再チャレンジが難しい等）」

が最も高い。 

・日本で起業家を増やすために必要なことは、「意識・風土・風潮」が最も高い。 

 

 

（出典：「令和５年版 労働経済の分析 －持続的な賃上げに向けて－」（厚生労働省）） 
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③【全国】起業・創業の担い手 

  ・創業にチャレンジしやすい環境の中で、起業・創業により新しい事業者が生まれ、新たな担い手

が参入することも重要である。 

・こうした創業の増加による開業企業の参入は、労働生産性の向上につながる可能性がある。 

 

 
（出典：「2024 年版中小企業白書・小規模企業白書概要」（中小企業庁）） 
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④【全国】新規開業の実態 

 ・開業時の年齢は「40 歳代」の割合が 37.8％と最も高く、次いで「30 歳代」が 30.1％となって

いる。また、開業者に占める女性の割合は 24.8％と調査開始以来最も高い。 

 ・開業業種は「サービス業」の割合が 28.6％と最も高く、「医療・福祉」が 17.0％、「小売業」

が 11.9％と続く。 
 

 

 

 

 

（出典：「2023 年度新規開業実態調査」（日本政策金融公庫））  
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⑤【全国】開業率・廃業率 

・我が国の開業率は、1988 年度をピークとして低下傾向に転じた後、2000 年代を通じて緩やかな

上昇傾向で推移してきたが、2018 年度に再び低下し、2022 年度には 3.9％となっている。廃業

率は、2010 年度からは低下傾向となっているが、2022 年度ではわずかに上昇し、3.3％となっ

ている。 

 

 

（出典：「中小企業白書 2024」（中小企業庁）） 
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⑥【全国】開業率・廃業率（国際比較） 

・各国ごとに統計の性質が異なるため、単純な比較はできないものの、国際的に見ると我が国の

開業率・廃業率ともに相当程度低水準である。 

 

 

 

（出典：「中小企業白書 2022」）  

①開業率 （％）
2015 2016 2017 2018 2019 2020

日本 5.2 5.6 5.6 4.4 4.2 5.1
米国 9.9 10.1 9.5 9.2 9.2 -
英国 14.2 14.6 12.9 12.7 13.0 11.9
ドイツ 7.1 6.7 6.8 8.0 9.1 -
フランス 9.4 9.8 10.0 10.9 12.1 -

②廃業率 （％）
2015 2016 2017 2018 2019 2020

日本 3.8 3.5 3.5 3.5 3.4 3.3
米国 8.7 8.3 9 8.7 8.5 -
英国 10.4 9.9 11.9 10.8 10.8 10.5
ドイツ 7.8 7.9 7.8 8.7 12.5 -
フランス 5.3 4.7 4.9 4.7 4.6 -
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⑦【全国】フリーランスの実態 

  ・営業、講師・インストラクター、建設・現場作業、デザイン・コンテンツ制作、配送・配達など

多様な業種でフリーランスとして働かれている（2021 年）。 

 

 

（出典：「スタートアップに関する基礎資料集（令和４年 10 月）」 

（内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局）） 

  



10 

 

（３）異業種交流・連携

 

 

（出典：Ｒ5年度台東区産業実態調査） 
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２．区内産業の魅力を高め発展させる 

（１）地場産業 

①【台東区】事業所数 

【産業大分類】 

・産業大分類別に事業所数の推移をみると、全産業では 2012 年から 2016 年にかけて 4.0％の減、

2016 年から 2021 年にかけては、0.5％の増となっている。産業別でみると、2012 年から 2016 年

にかけては多くの産業で減少していたが、2016 年から 2021 年にかけては、半数以上の産業で増

加している。 

・2021 年でみると、「卸売業」（4,283 事業所）、「小売業」（3,360 事業所）、「宿泊業，飲食サービ

ス業」（3,117 事業所）、「製造業」（2,241 事業所）の４業種が上位を占めています。また、この

４業種全てで、事業所数は減少傾向にあります。 

産業大分類別事業所数の推移（台東区） 

 

出典: 「経済センサス」(総務省) 

 

（注）1 第一次産業、「鉱業,採石業,砂利採取業｣を除く、「卸売業,小売業」は「卸売業」「小売業｣に分けて表記。 

2 民営事業所のみの数値。 

  

(事業所)

2012年 2016年 2021年

2012～2016年

の増減率

（％）

2016～2021年

の増減率

（％）

全産業 23,727 22,770 22,881 ▲ 4.0 0.5

建設業 1,020 953 965 ▲ 6.6 1.3

製造業 2,890 2,507 2,241 ▲ 13.3 ▲ 10.6

電気・ガス・熱供給・水道業 6 10 18 66.7 80.0

情報通信業 616 623 932 1.1 49.6

運輸業，郵便業 278 259 238 ▲ 6.8 ▲ 8.1

卸売業・小売業 8,269 7,982 7,643 ▲ 3.5 ▲ 4.2

　卸売業 4,774 4,512 4,283 ▲ 5.5 ▲ 5.1

　小売業 3,495 3,470 3,360 ▲ 0.7 ▲ 3.2

金融・保険業 300 286 299 ▲ 4.7 4.5

不動産業，物品賃貸業 2,035 1,911 2,051 ▲ 6.1 7.3

学術研究，専門・技術サービス業 1,154 1,142 1,479 ▲ 1.0 29.5

宿泊業，飲食サービス業 3,574 3,519 3,117 ▲ 1.5 ▲ 11.4

生活関連サービス業，娯楽業 1,160 1,064 996 ▲ 8.3 ▲ 6.4

教育，学習支援業 227 232 291 2.2 25.4

医療，福祉 809 950 1,017 17.4 7.1

複合サービス事業 50 48 48 ▲ 4.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの） 1,334 1,281 1,540 ▲ 4.0 20.2
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【産業中分類】 

・2021 年の産業中分類での事業所数でみると、「飲食店」が最も多く、次いで「その他の卸売業3」

「不動産賃貸業・管理業」「その他の小売業4」「専門サービス業（他に分類されないもの）」となっ

ている。 

産業中分類別事業所数の推移（台東区）上位 30業種 

 

※2021 年の降順によるトップ 30 業種をとりまとめ。 

（出典:「経済センサス」(総務省)をもとに作成） 

  

 
3  「その他の卸売業」には、主として家具，建具，じゅう器，医薬品，化粧品，その他の商品（娯楽用品・

玩具、ジュエリー製品含む）を仕入卸売する事業所が分類される。 
4  「その他の小売業」には，主として家具，じゅう器，医療品，化粧品，農耕用品，燃料，書籍，文房具，

時計，楽器，たばこ，中古品などの他に分類されない商品 （ジュエリー製品含む）を小売する事業所が

分類される。 

No 産業中分類 2009年 2012年 2014年 2016年 2021年

1 飲食店 3,425 3,137 3,218 3,046 2,662

2 その他の卸売業 1,957 1,675 1,720 1,676 1,660

3 不動産賃貸業・管理業 1,752 1,641 1,777 1,574 1,637

4 その他の小売業 1,629 1,353 1,430 1,332 1,285

5 専門サービス業（他に分類されないもの） 758 695 751 705 936

6 機械器具卸売業 1,155 918 991 936 932

7 飲食料品小売業 1,082 950 996 959 878

8 繊維・衣服等卸売業 1,156 1,072 1,073 1,016 830

9 織物・衣服・身の回り品小売業 933 821 862 777 726

10 情報サービス業 504 420 433 421 657

11 医療業 626 604 672 642 651

12 洗濯・理容・美容・浴場業 818 744 738 693 635

13 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 512 553 557 539 516

14 その他の事業サービス業 476 379 440 406 503

15 その他の製造業 693 552 601 506 477

16 技術サービス業（他に分類されないもの） 402 352 371 355 430

17 宗教 397 400 401 390 408

18 印刷・同関連業 612 490 462 391 365

19 職別工事業（設備工事業を除く） 450 391 393 352 356

20 政治・経済・文化団体 256 276 270 262 356

21 なめし革・同製品・毛皮製造業 648 546 516 473 355

22 設備工事業 409 338 337 329 347

23 社会保険・社会福祉・介護事業 195 197 256 297 347

24 宿泊業 349 337 355 337 330

25 飲食料品卸売業 385 339 361 331 329

26 不動産取引業 282 249 262 247 307

27 その他の教育，学習支援業 224 199 226 206 265

28 総合工事業 270 256 277 271 262

29 無店舗小売業 55 116 176 183 254

30 機械器具小売業 284 208 236 211 204
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【産業中分類・特化係数5】 

・2021 年の産業中分類での事業所数ベースでの特化係数（対東京都）でみると、 「なめし革・同製品・

毛皮製造業」が最も高く、次いで「繊維・衣服等卸売業」、「その他の卸売業6」、「その他の製造業
7」、「情報サービス業」、「印刷・同関連業」、「パルプ・紙・紙加工品製造業」となっている。 

 

2021 年産業中分類別事業所数ベースでの特化係数（台東区）上位 20 業種 

No 産業中分類 特化係数 

1  20_なめし革・同製品・毛皮製造業 7.55  

2  51_繊維・衣服等卸売業 4.24  

3  32_その他の製造業 3.82  

4  55_その他の卸売業 3.22  

5  14_パルプ・紙・紙加工品製造業 2.97  

6  75_宿泊業 2.92  

7  12_木材・木製品製造業（家具を除く） 2.29  

8  94_宗教 2.05  

9  19_ゴム製品製造業 1.80  

10  11_繊維工業 1.79  

11  54_機械器具卸売業 1.78  

12  15_印刷・同関連業 1.67  

13  13_家具・装備品製造業 1.58  

14  87_協同組合（他に分類されないもの） 1.51  

15  50_各種商品卸売業 1.44  

16  36_水道業 1.44  

17  57_織物・衣服・身の回り品小売業 1.37  

18  53_建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 1.33  

19  42_鉄道業 1.24  

20  39_情報サービス業 1.20  

 

（出典:「経済センサス」(総務省)をもとに作成）  

 
5 特化係数とは、ある自治体の産業別の事業所数や従業員数等の構成比を全国等の平均的な構成比と比較する

ことで、その自治体がどの産業に特化しているのかを示す指標。１超で数値が高ければ高い程、当該産業の

集積度合いが高いことを示している。ここでは、令和３年の経済センサスデータをもとに、各自治体の産業

中分類別事業所数割合÷東京都の産業中分類別事業所数割合で指標化している。 
6 「その他の卸売業」には、主として家具，建具，じゅう器，医薬品，化粧品，その他の商品（娯楽用品・玩

具、ジュエリー製品含む）を仕入卸売する事業所が分類される。 
7  「その他の製造業」に分類される主な製品は，貴金属製品，ボタン，時計，楽器，がん具，運動用具，ペン，

鉛筆，絵画用品，漆器，レコード，眼鏡などである。 
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②【台東区】製造品出荷額 

・2021 年の産業中分類別製造品出荷額等をみると、「その他の製造業8」が最も多く、次いで「印

刷・同関連業」、「なめし革・同製品・毛皮製造業」、「化学工業」、「繊維工業」となっている。 

・また、業種別に東京都の製造品出荷額等に占める割合をみると、「なめし革・同製品・毛皮製

造業」が最も高く、次いで「その他の製造業」「化学工業」となっている。 

 

2021 年産業中分類別製造品出荷額等（台東区）、東京都の製造品出荷額等に占める割合 

産業中分類 
製造品出荷額等 

（万円） 

東京都の 

製造品出荷額等に 

占める割合（％） 

1 その他の製造業 3,129,724  26.2  

2 印刷・同関連業 2,079,481  7.5  

3 なめし革・同製品・毛皮製造業 1,378,401  36.6  

4 化学工業 1,356,707  19.0  

5 繊維工業 611,849  8.7  

6 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 592,805  6.3  

7 パルプ・紙・紙加工品製造業 510,294  7.8  

8 食料品製造業 407,195  2.9  

9 金属製品製造業 392,716  2.0  

10 業務用機械器具製造業 333,694  3.1  

11 生産用機械器具製造業 215,100  1.2  

12 情報通信機械器具製造業 104,123  3.8  

13 家具・装備品製造業 102,433  4.2  

14 はん用機械器具製造業 96,518  1.6  

15 電気機械器具製造業 81,146  0.8  

16 電子部品・デバイス・電子回路製造業 60,669  1.3  

17 ゴム製品製造業 47,732  2.3  

18 木材・木製品製造業（家具を除く） 31,926  X 

19 輸送用機械器具製造業 21,482  0.7  

20 飲料・たばこ・飼料製造業 X - 

21 窯業・土石製品製造業 X - 

22 非鉄金属製造業 X - 

（出典:「2021 年経済構造実態調査」(総務省)をもとに作成） 

 
（注）表中の「X」は、集計対象となる事業所（企業等）の数が１又は２であるため、集計結果をそのまま公表すると個々

の報告者の秘密が漏れるおそれがある場合に、該当数値を秘匿した箇所。また、集計対象者が３以上の事業所（企
業等）に関する数値であっても、合計との差引きで、集計対象が１又は２の事業所（企業等）の数値が判明する箇
所は、併せて「X」としている。  

 
8 「その他の製造業」に分類される主な製品は，貴金属製品，ボタン，時計，楽器，がん具，運動用具，ペ

ン，鉛筆，絵画用品，漆器，レコード，眼鏡などである。 
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（参考）中分類別製造品出荷額等（台東区）の推移 
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③【台東区】年間販売額（卸売業） 

・経済センサス（令和３年）で卸売業の年間販売額をみると、「他に分類されない卸売業9」が最も

多く、次いで「食料・飲料卸売業」「電気機械器具卸売業」となっている。 

・また、業種別に東京都の年間販売額に占める割合をみると、「身の回り品卸売業10」が最も高く、

次いで「他に分類されない卸売業」「繊維・衣服等卸売業」 「家具・建具・じゅう器等卸売業」と

なっている。 

 

【産業分類小分類別年間商品販売額（卸売業）】 

  業種（卸売業） 
年間商品販売額 

（百万円） 

東京都の 

年間商品販売額に 

占める割合（％） 

1 559_他に分類されない卸売業 875,471  10.3  

2 522_食料・飲料卸売業 405,974  2.0  

3 543_電気機械器具卸売業 370,239  1.8  

4 51_繊維・衣服等卸売業 276,133  7.2  

5 535_非鉄金属卸売業 240,596  3.5  

6 532_化学製品卸売業 240,578  1.9  

7 541_産業機械器具卸売業 214,877  2.6  

8 531_建築材料卸売業 177,130  4.2  

9 50_各種商品卸売業 175,174  1.0  

10 513_身の回り品卸売業 168,567  13.4  

11 553_紙・紙製品卸売業 150,387  4.9  

12 549_その他の機械器具卸売業 126,646  2.8  

13 534_鉄鋼製品卸売業 94,062  0.9  

14 551_家具・建具・じゅう器等卸売業 92,780  6.2  

15 512_衣服卸売業 74,301  3.7  

16 521_農畜産物・水産物卸売業 62,569  0.7  

17 552_医薬品・化粧品等卸売業 60,492  0.6  

18 533_石油・鉱物卸売業 35,010  0.3  

19 511_繊維品卸売業(衣服，身の回り品を除く) 33,265  5.9  

20 536_再生資源卸売業 25,458  5.0  

 

（出典:「経済センサス（令和３年）」(総務省)をもとに作成） 

  

 
9 「他に分類されない卸売業」には、「ジュエリー製品卸売業」、「娯楽用品・がん具卸売業」、「金物卸売

業」等が含まれる。 
10 「身の回り品卸売業」には、「靴・履物卸売業」「かばん・袋物卸売業」等が含まれる。 
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④【台東区】年間販売額（小売業） 

・経済センサス（令和３年）で小売業の年間販売額をみると、 「通信販売・訪問販売小売業」が最

も多く、次いで「その他の飲食料品小売業」「百貨店，総合スーパー」となっている。 

・また、業種別に東京都の年間販売額に占める割合をみると、「じゅう器小売業」が最も高く、次

いで「自動販売機による小売業」「靴・履物小売業」となっている。 

【産業分類小分類別年間商品販売額（小売業）】 

  業種（小売業） 
年間商品販売額 

（百万円） 

東京都の 
年間商品販売額に 
占める割合（％） 

1 611_通信販売・訪問販売小売業 50,198  1.3  

2 589_その他の飲食料品小売業 47,336  2.8  

3 561_百貨店，総合スーパー 46,966  3.1  

4 581_各種食料品小売業 38,706  1.6  

5 603_医薬品・化粧品小売業 28,439  1.8  

6 593_機械器具小売業(自動車，自転車を除く) 24,651  1.2  

7 612_自動販売機による小売業 20,900  7.5  

8 579_その他の織物・衣服・身の回り品小売業 14,649  3.9  

9 573_婦人・子供服小売業 11,619  2.0  

10 
607_スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売

業 
9,878  3.4  

11 586_菓子・パン小売業 9,862  4.1  

12 572_男子服小売業 8,779  4.3  

13 608_写真機・時計・眼鏡小売業 8,253  4.0  

14 602_じゅう器小売業 7,589  14.9  

15 619_その他の無店舗小売業 5,754  1.6  

16 606_書籍・文房具小売業 5,266  1.8  

17 591_自動車小売業 5,018  0.4  

18 601_家具・建具・畳小売業 4,668  3.4  

19 574_靴・履物小売業 3,607  4.5  

20 585_酒小売業 2,819  3.5  

21 605_燃料小売業 2,628  0.6  

22 583_食肉小売業 1,402  2.0  

23 571_呉服・服地・寝具小売業 1,398  4.0  

24 592_自転車小売業 1,277  3.3  

25 584_鮮魚小売業 1,215  2.0  

26 569_その他の各種商品小売業(従業者が常時 50 人未満のもの) 831  1.3  

27 582_野菜・果実小売業 648  0.7  

28 604_農耕用品小売業 x - 

29 609_他に分類されない小売業 x - 

（出典:「経済センサス（令和３年）」(総務省)をもとに作成）  
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（参考）区内の産業集積データのとりまとめ 

・今後は、産業中分類または産業小分類でみた中で、特化係数が高い産業、製造品出荷額や年間

販売額等から特徴的な業種に着目して、当該産業が区内のどのエリアに特に集積しているのか

を見える化するために、マッピング作業を進める。 

また、具体的なとりまとめイメージは、以下のとおり。 

 

【今後の詳細分析のイメージ（例）】 

  

ヒートマップ（高集積なエリアを色付け）（例）    250m メッシュでの色分け（例）  
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（２）伝統工芸 

① 台東区と伝統工芸 

 

 

（参考）東京の伝統工芸品産地 

 

現在、42品目が東京都の伝統工芸品

として指定されている。 

なお、右図はＨ28.5 時点の資料のた

め、その後指定された「東京洋傘」「東

京手彫り印章」は掲載されていない。 

 

 

（出典：東京都「東京の伝統工芸品」

（Ｈ28.5 発行）） 

  

台東区内職人業種一覧

硯 看板彫刻 江戸木目込人形

べっ甲 ガラスペン 東京額縁

江戸表具 弓矢 江戸象牙

東京銀器 東京三味線 江戸衣装着人形

つまみ簪 江戸簾 江戸甲冑

江戸漆器 金銀砂子絵 東京七宝

東京仏壇 江戸木版画 東京手植ブラシ

江戸指物 江戸押絵羽子板 東京洋傘

皮革工芸 桐箱 印章彫刻

江戸切子 袋物 つげ櫛

江戸手描提灯 銅器 刺繍

桐たんす 東京打刃物 仏像彫刻

組紐 桐工芸 神仏具錺

染絵手拭い 江戸木彫刻

江戸刷毛 江戸和竿
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・ＨＰ「江戸の匠・伝統の逸品」 

 

・「江戸たいとう伝統工芸館」 

 江戸たいとう伝統工芸館では、約５０種・２５０点の伝統工芸品を常時展示している。 

 

 

・東京国立博物館や青山スクエア等での実演  
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（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 
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（３）地域資源 

①クラブツーリズムと連携した地域資源の旅行商品化の事例 
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25 

 

②ＳＤＧｓ教育旅行 
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③【台東区】観光客の滞在時間 

・日帰り客の台東区内の平均滞在時間は、都内在住者が最も多く、都外在住者、海外在住者の順とな

っている。 

・滞在時間別の割合は、いずれも２～４時間が５割を超え最も高い。 

 

（出展：「令和４年台東区観光統計分析報告書」（台東区）） 
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（参考）上野・浅草エリアのコンテンツ 
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（出典：「台東区のあらまし」（台東区）） 
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（４）商店街 

 

 

 

 

（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 
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３．外部環境の変化を捉えた支援 

（１）時代の変化 

①【全国】デジタル化 

・2019 年から 2023 年までの５年間における DX の取組状況の推移を見たものである。これを見

ると、DX に向けた取組に着手する企業は年々増加しており、特に「段階３：デジタル化による

業務効率化やデータ分析に取り組んでいる状態」の企業は、2019 年の 9.5％から 2023 年には

26.9％と３倍近い水準まで増加していることが分かる。一方で、電子メールなどのデジタルツ

ールの利用といった初歩的な取組にとどまっている企業も多く、2023 年時点でも段階１～２の

企業は 66.2％と過半数を占めているほか、段階４に達している企業も 6.9％と少ない状態であ

ることから、DX の進捗状況は依然途上段階にある。 

 

 

（出典：中小企業白書 2024） 
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②【全国】サプライチェーン全体としての取組み 

・コラム 1-4-4③図は、「下請企業が発注側である宣言企業に行ってほしいと望んでいる支援や連

携の取組」と、「宣言企業（大企業）がサプライチェーンの課題への対応、共存共栄に向けて、

取引先と連携や支援している取組」について、それぞれ上位５項目を示したものである。下請企

業が発注側である宣言企業に期待する取組の上位には、「働き方改革」や「人材育成・人材マッ

チング」が挙げられているのに対し、宣言企業が注力している取組としては、「グリーン化」な

どが挙げられており、ギャップが生じている。宣言企業には、下請企業からの期待が特に大きい

「働き方改革」について、より積極的な取組・支援を行うことが期待される。 

 

（出典：中小企業白書 2024） 

 

 

パートナーシップ構築宣言 

：パートナーシップ構築宣言は、「サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携」、「親事業者と下請

事業者との望ましい取引慣行の遵守」に重点的に取り組むことで新たなパートナーシップを構築する

ことを、企業の代表権を有する者の名前で宣言するものである。2024 年３月現在、41,000 社を超え

る企業が宣言している。 

 

ＥＤＩ 

：Electronic Data Interchange（電子データ交換）の略称で、企業や行政機関などがコンピューター

をネットワークで繋ぎ、伝票や文書を電子データで自動的に交換すること。 
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③【全国】ＢtoＣ-ＥＣ（消費者向け電子商取引）市場規模 

・令和４年の日本国内のＢtoＣ-ＥＣ （消費者向け電子商取引）市場規模は、22.7 兆円（前年比 9.91％

増）に拡大している。 

 

（出典：経済産業省「令和４年度電子商取引に関する市場調査報告書」） 

 

（参考）国内電子商取引市場規模（ＣtoＣ） 

 

（出典：経済産業省「令和４年度電子商取引に関する市場調査報告書」） 
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（２）事業承継・廃業 

①【全国】経営者年齢の分布の状況 

・2000 年の経営者年齢のピーク（最も多い層）が「50～54 歳」であったが、５年経過するごとに

ピークが移動し、2015 年には「65～69 歳」がピークとなっている。しかし、2023 年には「55～

59 歳」をピークとして分散している状況が確認できる。 

・このことから、経営者年齢の分布が平準化していることが分かる。 

・一方で、経営者年齢が 70 歳以上である企業の割合は 2000 年以降最高となっていることから、

事業承継が必要となる企業は依然として相当程度存在している。 

 

 

 

（出典：中小企業白書 2024） 
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②【全国】中小企業の後継者不在率 

・中小企業の後継者不在率の状況としては、2018 年以降、減少傾向にある。 

・しかし、2023 年時点でも 54.5％となっており、半数近くの企業で後継者が不在となっている。

経営者の年代別に見ると、年代が上がっていくとともに後継者不在率が低くなっていることが

分かる 

  

（出典：中小企業白書 2024） 

 

  



37 

 

③【全国】休廃業・解散件数の推移 

・企業の倒産件数は感染症の感染拡大以降でも比較的低い水準にとどまっていたが、直近の 2023

年においては増加している。 

 
（出典：中小企業白書 2024） 
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・休廃業・解散件数の推移を見ると、（株）帝国データバンク「全国企業『休廃業・解散』動向調

査」における 2023 年の休廃業・解散件数は 59,105 件となっている。 

 

 

（出典：中小企業白書 2024） 

 

※「廃業」の統計データは「１（２）起業・創業⑤⑥」も参照。 
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④【全国】休廃業・解散企業の損益別構成比（企業規模別） 

・企業規模別に、休廃業・解散企業の赤字・黒字割合を見たものである。これを見ると、中規模企

業では 2022 年を底に、足下では休廃業・解散企業の黒字割合が増加し、2023 年では 55.8％と

なっている。 

・また、2023 年の小規模事業者においては、休廃業・解散企業の黒字割合は、49.6％となってい

ることが分かる。 

 

 

（出典：中小企業白書 2024）  
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⑤【全国】事業承継を契機とした成長 

・同業平均値と比較した事業承継実施企業の当期純利益成長率は約 20％高い。 

・M&A 実施企業は労働生産性が高い。 

 

 

（出典：中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/know_business_succession.html） 
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（参考）事業承継の類型 

 

（出典：中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/know_business_succession.html） 
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⑥【台東区】事業承継の予定 

・事業承継の予定は、「まだ決める必要がない、わからない」が 45.0％と最も高く、「事業承継の

予定」が 27.9％、「廃業の予定」が 15.7％と続く。 

・従業者数が１～４人の事業者では「廃業の予定」が 22.0％と特に高い。 

・製造業では「廃業の予定」が 25.3％と他の業種に比べて高い。 

 

  

 

 

 

 

（出典： （仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 

 

⑦【台東区】事業承継の課題 

・ 「後継者の教育・成長不足」が 28.7％で最も高く、次いで「業界の将来性への不安」が 22.5％

と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月））  
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製造業 94 7.4 30.9 19.1 25.5 19.1 14.9 13.8 4.3 27.7 2.1 1.1 19.1 5.3

卸売業 103 11.7 23.3 16.5 20.4 10.7 11.7 12.6 2.9 16.5 1.9 1.9 25.2 5.8

小売業 76 9.2 23.7 22.4 11.8 7.9 7.9 14.5 3.9 23.7 1.3 - 34.2 5.3

サービス業 70 21.4 31.4 11.4 18.6 14.3 14.3 12.9 2.9 20.0 - 1.4 20.0 1.4
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⑧【台東区】廃業予定の理由 

・ 「経営者の高齢化」が 45.7％と最も高く、次いで「後継者の不在」が 43.0％と続く。 

・卸売業では「経営の先行き不安、経営悪化の回避」、飲食サービス業では「創業時より自分の

代限りでやめる予定」が他の業種に比べて特に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 

 

⑨【台東区】早期相談の必要性 

 

（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 
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合　計 230 20.9 43.0 45.7 10.9 26.1 6.5 2.6 3.0

製造業 77 20.8 44.2 50.6 6.5 26.0 10.4 3.9 3.9

卸売業 30 40.0 46.7 40.0 10.0 13.3 6.7 3.3 3.3

小売業 42 14.3 54.8 50.0 16.7 16.7 7.1 - 7.1

サービス業 38 18.4 44.7 39.5 7.9 28.9 2.6 5.3 -

飲食サービス業 41 17.1 26.8 43.9 17.1 41.5 - - -

宿泊業 2 - - - - 50.0 50.0 - -
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（３）人材確保・育成 

①【全国】日本の総人口の推計 

・日本の総人口は近年減少傾向であり、2020 年の国勢調査によると１億 2,615 万人となった。日

本の推計人口によると、2070 年には現在の約７割に減少し、65歳以上人口がおよそ４割を占め

ると推計されている。 

日本の総人口の推移・将来推計人口 

 

出典：国勢調査（総務省）、日本の将来推計人口（令和５年推計）（出生・死亡中位推計） 
（国立社会保障人口問題研究所） 

 

②【全国】日本の生産年齢人口の将来推計 

※基本推計結果表：2020～2070 年（１）出生中位（死亡中位）推計 

・生産年齢人口の将来推計をみると、「18～34 歳」「35～59 歳」「生産年齢人口全体」全てにおい

て、今後、減少傾向が見込まれる。 

・2020 年を 100 とした場合の割合の推移をみると、2040 年には、「18～34 歳」では 79.6％、「35

～59 歳」では 74.1％と、それぞれ現状よりも約 20％減、約 25％減が見込まれる。 

 

（出典：「日本の将来推計人口 令和５年推計」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに作成） 

  

人口（千人） 2020年を100とした割合（％）
18～34歳 35～59歳 生産年齢人口 18～34歳 35～59歳 生産年齢人口

2020年 20,559 41,546 62,105 100.0 100.0 100.0
2030年 18,834 37,132 55,966 91.6 89.4 90.1
2040年 16,370 30,794 47,164 79.6 74.1 75.9
2050年 13,511 27,684 41,195 65.7 66.6 66.3
2060年 12,233 24,254 36,487 59.5 58.4 58.8
2070年 10,915 20,857 31,772 53.1 50.2 51.2

(年) 
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③【全国】外国人人口の将来推計 

・令和２（2020）年の国勢調査によれば、外国人人口は 274 万 7千人（総人口の 2.2%）であったが、

出生中位（死亡中位）推計によれば、2070 年における外国人人口は 940 万 2 千人と推計され、総

人口の 10.8%を占める（平成 29 年推計の同推計では外国人人口は 2065 年で 416 万 9 千人（総人口

の 4.7%）であった）。今回の推計によれば、日本人人口は 50 年間で減少するが、外国人人口は規

模および構成比ともに現在の倍以上の水準に上昇すると見込まれる。 

 

（出典：「日本の将来推計人口 令和５年推計」（国立社会保障・人口問題研究所）） 

・年齢層別の外国人人口の推移をみると、０～17 歳人口は 2020 年の 25 万 8 千人から 2070 年に

84 万 8 千人に、18～34 歳人口は 123 万 8 千人から 221 万人に、35～59 歳人口は 97 万 5 千人か

ら 372 万 9 千人に、60 歳以上人口は 27 万 7 千人から 260 万 4 千人に増加する。18～34 歳人口

では 2020 年の時点で既に総人口の 5.7％が外国人人口であり、これはすべて年齢に占める割合

（2.2%）の倍以上となっている。この割合は 15 年後の 2035 年には 10.1％と 1 割を超え、2070

年には 16.8％にまで上昇すると見込まれている。 

 

（出典：「日本の将来推計人口 令和５年推計」（国立社会保障・人口問題研究所）） 
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④【全国】外国人雇用状況（令和５年 10月末時点） 

・令和５年 10 月末時点の外国人雇用についての届出状況をみると、外国人労働者数は 2,048,675

人で前年比 225,950 人増加し、届出が義務化された平成 19年以降、過去最高を更新し、対前年

増加率は 12.4％と前年の 5.5％から 6.9 ポイント上昇。 

 

（出典：厚生労働省ホームページ） 

 

⑤【東京都】外国人雇用状況（令和５年 10 月末時点） 

・外国人を雇用する事業所数は、年々増加している。 

・資格外活動は減少する一方で、専門的・技術的分野の在留資格を持つ労働者が増えている。 
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⑥外国人の就労意欲 

 

 

 

（出典：株式会社マイナビグロ－バル 

「日本在留外国人の日本での就労意欲・特定技能への意識に関する調査」(2024.1)） 
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⑦【全国】転職者及び転職等希望者の動向 

・令和５年 10 就業者のうち転職者は 325 万⼈と１年前に⽐べ 12万⼈増加（６期連続）。 

・また、転職等希望者は 1035 万⼈と 78 万⼈増加（10 期連続、過去最多）。 

 

（出典： 「直近の転職者及び転職等希望者の動向について」（総務省統計局労働⼒⼈⼝統計室）） 

 

（参考）若年層の就業意識と転職以降 

・26 歳以下の転職は、コロナ禍の影響による一時的な落ち込みを除くと、右肩上がりで増えてい

る。 

 

（出典：リクルート https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2023/0830_12590.html） 
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⑧【台東区】区内事業者の人材確保・育成対策の状況 

・人材の能力・人数の状況は、全体でみると「能力・人数ともに不十分」が 34.5％と最も高くな

っている。前回調査と比較すると、すべての業種で「能力・人数ともに不十分」が増加し、全体

でみても約６ポイント増加している。 

 
（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 

 

追加分析 実態調査（従業者規模別、業種別クロス分析） 

※「（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）」に関連した追加

クロス集計（表側✕表頭） 

 

「従業員数別」✕「人材確保対策の実施・検討状況」 

・従業員数別に人材確保対策の実施・検討状況をみると、「１～４人」では「特にない」が 56.8％と

最も高くなっており、「特にない」との回答は、従業員数が少ない事業者ほど高い傾向がみられる。 

 

 

  

上段:度数

下段:％ 合計

多様な働き

方の導入(テ

レワーク・フ

レックスタイ

ム制・副業な

ど)

採用活動や

人材育成制

度の見直し

職場環境の

改善

デジタル化

による業務

効率化

従業員の能

力開発によ

る生産性向

上

業務のアウ

トソーシン

グ(外注)

女性・高齢

者・外国人・

障害者など

多様な人材

の活用

賃金等の引

き上げ
その他 特にない 無回答

1469      186        184        252        180        238        123        110         317        11           572        152        

100.0     12.7       12.5       17.2       12.3       16.2       8.4         7.5         21.6       0.7         38.9       10.3       

722        49          33          73          48          57          55          35          78          7             410        64          

100.0     6.8         4.6         10.1        6.6         7.9         7.6         4.8         10.8       1.0          56.8       8.9         

247        43          35          53          42          66          35          20          84          2             57          12           

100.0     17.4       14.2       21.5       17.0       26.7       14.2       8.1          34.0       0.8         23.1       4.9         

159        35          36          52          29          43          18           23          68          -              20          7             

100.0     22.0       22.6       32.7       18.2       27.0       11.3        14.5       42.8       -              12.6       4.4         

106        32          45          32          28          44          7             15           48          1             6             3             

100.0     30.2       42.5       30.2       26.4       41.5       6.6         14.2       45.3       0.9         5.7         2.8         

63          19           31           34          27          27          5             13           27          -              2             1             

100.0     30.2       49.2       54.0       42.9       42.9       7.9         20.6       42.9       -              3.2         1.6          

172        8             4             8             6             1             3             4             12           1             77          65          

100.0     4.7         2.3         4.7         3.5         0.6         1.7          2.3         7.0         0.6         44.8       37.8       

Q5(3)人材確保対策の実施・検討状況

従業員数

全体

1～４人

５～9人

10～19人

20～49人

50人以上

無回答
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「人材の能力・人数の状況」×「人材確保対策の実施・検討状況」 

・人材の能力・人数別に人材確保対策の実施・検討状況をみると、「能力・人数ともに不十分」な事

業者でありながら「特にない」が 36.5％で最も高くなっており、人材確保対策・支援を充実して

いくとともに、人材確保・育成が必要な事業者に対して、より適切に情報発信していくことが求め

られる。 

 

 

「必要としている人材」（「特にない」or「必要と回答している（特にないと無回答を除いた数）」）

✕「人材確保対策の実施・検討状況」 

・必要としている人材の有無別に人材確保対策の実施・検討状況をみると、求める人材像を具体的

に有している事業者（「選択肢１～８」）では、「賃金等の引き上げ」（33.5％）が最も高く、次いで

「職場環境の改善」（28.0％）、「従業員の能力開発による生産性向上」（27.2％）となっている。 

 

  

上段:度数

下段:％ 合計

多様な働き

方の導入(テ

レワーク・フ

レックスタイ

ム制・副業な

ど)

採用活動や

人材育成制

度の見直し

職場環境の

改善

デジタル化

による業務

効率化

従業員の能

力開発によ

る生産性向

上

業務のアウ

トソーシン

グ(外注)

女性・高齢

者・外国人・

障害者など

多様な人材

の活用

賃金等の引

き上げ
その他 特にない 無回答

1469      186        184        252        180        238        123        110         317        11           572        152        

100.0     12.7       12.5       17.2       12.3       16.2       8.4         7.5         21.6       0.7         38.9       10.3       

317        25          13           24          25          22          15           10           35          2             203        15           

100.0     7.9         4.1          7.6         7.9         6.9         4.7         3.2         11.0        0.6         64.0       4.7         

261        48          54          76          41           62          43          35          96          3             49          3             

100.0     18.4       20.7       29.1       15.7       23.8       16.5       13.4       36.8       1.1          18.8       1.1          

176        30          27          44          34          50          19           15           40          1             57          3             

100.0     17.0       15.3       25.0       19.3       28.4       10.8       8.5         22.7       0.6         32.4       1.7          

507        82          89          107        80          100        44          48          142        5             185        10           

100.0     16.2       17.6       21.1        15.8       19.7       8.7         9.5         28.0       1.0          36.5       2.0         

208        1             1             1             -              4             2             2             4             -              78          121         

100.0     0.5         0.5         0.5         -              1.9          1.0          1.0          1.9          -              37.5       58.2       

Q5(1)人材の能

力・人数の状況

全体

能力・人数ともに十

分確保できている

能力は十分だが人

数は不足している

人数は確保できている

が能力が不十分である

能力・人数ともに

不十分

無回答

Q5(3)人材確保対策の実施・検討状況

上段:度数

下段:％ 合計

多様な働き

方の導入(テ

レワーク・フ

レックスタイ

ム制・副業な

ど)

採用活動や

人材育成制

度の見直し

職場環境の

改善

デジタル化

による業務

効率化

従業員の能

力開発によ

る生産性向

上

業務のアウ

トソーシン

グ(外注)

女性・高齢

者・外国人・

障害者など

多様な人材

の活用

賃金等の引

き上げ
その他 特にない 無回答

1469      186        184        252        180        238        123        110         317        11           572        152        

100.0     12.7       12.5       17.2       12.3       16.2       8.4         7.5         21.6       0.7         38.9       10.3       

496        13           14           16           12           8             9             14           32          -              413        15           

100.0     2.6         2.8         3.2         2.4         1.6          1.8          2.8         6.5         -              83.3       3.0         

836        169        170        234        165        227        112         92          280        10           154        16           

100.0     20.2       20.3       28.0       19.7       27.2       13.4       11.0        33.5       1.2          18.4       1.9          

137        4             -              2             3             3             2             4             5             1             5             121         

100.0     2.9         -              1.5          2.2         2.2         1.5          2.9         3.6         0.7         3.6         88.3       

Q5(2)必要とし

ている人材(SA

化）

全体

特にない

選択肢１～８

無回答

Q5(3)人材確保対策の実施・検討状況
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「人材確保対策の実施・検討状況」の単一回答✕「経営上の課題」 

・人材確保対策の実施・検討状況 （有無）別に経営上の課題をみると、人材確保対策の実施・検討を

していない事業者（「特にない」）では「販売先・取引先・顧客の開拓」（33.2％）が最も高い一方、

何らかの人材確保対策の実施・検討をしている事業者（「選択肢１～９」）では、「必要人材の確保」

（40.3％）が最も高くなっている。 

 

  

上段:度数 Q2(4)経営上の課題

下段:％ 合計

販売先・取

引先・顧客

の開拓

海外展開

新たな技

術・商品・

サービスの

企画・開発

高付加価値

化

価格競争力

の強化

生産性の向

上・業務の

効率化

PR・情報発

信(SNS等)

の強化

必要人材の

確保

後継者の確

保・育成・技

術・技能の

継承

従業員の高

齢化

デジタル化

への対応

変化する顧

客ニーズへ

の対応

1469      503        49          298        198        118         190        83          331        163        364        130        212        

100.0     34.2       3.3         20.3       13.5       8.0         12.9       5.7         22.5       11.1        24.8       8.8         14.4       

572        190        20          77          63          38          42          33          28          46          151         43          92          

100.0     33.2       3.5         13.5       11.0        6.6         7.3         5.8         4.9         8.0         26.4       7.5         16.1        

745        295        29          211         130        75          144        47          300        113         188        80          107        

100.0     39.6       3.9         28.3       17.4       10.1        19.3       6.3         40.3       15.2       25.2       10.7       14.4       

152        18           -              10           5             5             4             3             3             4             25          7             13           

100.0     11.8        -              6.6         3.3         3.3         2.6         2.0         2.0         2.6         16.4       4.6         8.6         

上段:度数 Q2(4)経営上の課題

下段:％ 合計

施設・設備

の老朽化・

不足

資金繰り 過剰債務 その他 特にない 無回答

1469      181         172        39          30          132        107        

100.0     12.3       11.7        2.7         2.0         9.0         7.3         

572        75          70          14           12           106        21           

100.0     13.1        12.2       2.4         2.1          18.5       3.7         

745        87          95          24          14           7             16           

100.0     11.7        12.8       3.2         1.9          0.9         2.1          

152        19           7             1             4             19           70          

100.0     12.5       4.6         0.7         2.6         12.5       46.1       

Q5(3)人材確保

対策の実施・検討

状況（SA化）

全体

特にない

選択肢１～９

無回答

Q5(3)人材確保

対策の実施・検討

状況（SA化）

全体

特にない

選択肢１～９

無回答
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⑨【台東区】業界団体・事業者等からみた人手不足・技能承継 

○多くの業種で人材不足が課題となっている。 

○従業員の高齢化が進み、若年層が入ってこない。 

○各業界では、人材育成のための技能の認定制度等を進めている。 

・これまで職人が担ってきた縫製は中国で行い、最終組み立てを日本で行うような国際分業がこの

15 年くらいで進み、国内産業は空洞化してしまった。（協同組合資材連） 

・職人の高齢化が進んでおり、人材確保は喫緊の課題である。ただ小規模な企業になると、欠員補

充でしか採用を実施しない場合も多く、業界の採用規模は多くない。（東都製靴工業協同組合） 

・募集しても応募自体が無く、なり手がいない。専門学校を卒業して業界に入ってきても途中で辞

めてしまう人も多い。技能継承を目的に、日本鞄ハンドバッグ協会と連携し「技術認定試験」を

行っている。（東日本バッグ工業組合、協同組合東京バッグ協会） 

・市場自体が縮小し売上が低下しているため、今の少ない人数で対応できてしまっている。（東京

都靴卸協同組合） 

・現場は深刻な人材不足や後継者不足となっている。その対策として、「革製品技能試験」を通し

て、技術者の育成を行っている。（東京鞄協会、東日本鞄工業組合） 

・職人として、昔は当たり前だった働き方が、時代の変化で、周りと合わなくなっている。 （台東区

伝統工芸振興会） 

・製造では職人の高齢化と後継者不足、小売では販売員が不足している。若年層の取り込みを狙い、

令和５年度は、区内の小・中学校でジュエリー製作体験教室を行った。（日本ジュエリー協会） 

・24 時間営業で労働時間が削減しにくい宿泊業界では長時間労働が目立つうえ、業界の低賃金傾向

は以前から問題視されていた。スタッフ不足で常時稼働ができずに休業日を設けるホテルも出て

きている。（台東区ホテル旅館協会） 

・小規模な企業において、後継者不足等の要因から廃業や事業譲渡を決断した企業もある。（東京

玩具人形協同組合） 

・コロナ禍の急速なデジタル化により、クラウド技術やソフト開発が増え、業界全体の市場が広が

った。システムエンジニアは売り手市場となっている。（ソフトウェア業） 

・2024 年４月から適用される働き方改革（時間外労働の上限規制）が喫緊の課題。流通業だけでな

く、建設業も対象である。また、協力会社も、後継者不足や職人の高齢化が問題となっている。

以前は外国人労働者でまかなっていたが、円安の影響で外国人労働者が減っている。（建設業） 

（出典：（仮称）台東区産業振興計画策定のための実態調査報告書（令和６年３月）） 


